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■■  ははじじめめにに  
脱炭素社会を実現するためには、日本の温室効果ガス

の大半を占めるエネルギー起源のCO2を削減することが
重要課題です。そのためには太陽光や風力などの地域資
源を利用したエネルギーの「地産地消」が重要です。これ
はCO2削減に大きな効果があるだけでなく、地域外からの
エネルギーの購入を減らし、地域内で雇用を創出するた
め、地域経済にもプラスの効果があります。最近は自然災
害が増加しているため、災害時のエネルギー源の確保と
いう点でも役立ちます。 

こうした背景から、地方自治体やその他の様々な地域主
体による地産地消型エネルギーシステムの導入・普及がま
すます注目されてきています。そこで、気候や地形、土地
利用、市街地密度などの地域条件を踏まえて、エネルギ
ーシステム導入の計画とその評価を支援する科学的ツー
ルの開発を進めています。 

 
■■  活活動動内内容容  
１．「地域エネルギー計画・評価システム」開発の経緯 

これまでに、国立環境研究所・環境創生研究プログラム
において他のメンバーと連携しながら東日本大震災後の
復興まちづくりを科学的に支援する様々な取り組みを行っ
てきました[1]。その一環として、甚大な津波の被害を受け
た自治体において地域エネルギー事業と連携した復興ま
ちづくりを推進し、地域エネルギー会社の設立と電熱併給
型のエネルギー供給システム導入の支援なども行いまし
た[2]。この事例では、様々な専門分野のメンバーが協力し、
地域エネルギーシステムの計画・評価はもちろんのこと、
熱需要が比較的多い施設を優先的に誘致しコージェネレ
ーションの効率を上げる立地誘導や、科学と地域ステーク
ホルダーとの対話を結び付けたエビデンスベースの合意
形成など、様々な新たな試みを取り入れ、その多くを社会
実装に結び付けることができました。 

現在はこれまでに得られた知見を他地域へ展開するこ
とに重点を置き、様々な地域でエネルギー地産地消や脱
炭素地域の実現に向けた取り組みを行っています[3]。こう
した中で、自治体の担当者や地域エネルギー事業者の
方々と対話しながら、様々な地域においてエネルギーの
地産地消を推進するためツールとして「地域エネルギー計
画・評価システム」を開発しました（図1）。 
 
 

２．基本コンセプト 
地域資源を利用した再生可能エネルギーは、前述した

通りの多くのメリットがある一方で、気象条件などにより発
電量が変動するものが多く、コントロールが難しいという問
題点もあります。また、生活者のエネルギー需要も生活行
動に応じて変動するため、常に需要と供給のバランスを調
整する必要があります。このため、地域エネルギー計画・
評価システムでは、例えば電力のひっ迫時に優先的に省
エネルギーやピークシフトを行うことで需要側が需給バラ
ンス調整に参加するデマンドレスポンスの技術や、電気自
動車なども含めた蓄電池の充放電、電力余剰時の水素製
造によるエネルギー貯蔵などの様々な技術を組み合わせ
て、効率的なエネルギーマネジメントを行った場合の効果
を算定し、地域条件に応じて最適なエネルギーシステムを
提案します。 
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図 1 地域エネルギー 計画・評価システムの概要 
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３．評価プロセス 

地域エネルギー計画・評価システムによる計算手順の
概要は次の通りです。まず対象となる地域の条件として想
定する建物の用途やその床面積を設定し、予想されるエ
ネルギー需要量を算出します。次に、導入する技術等に
ついて検討ケースを設定し、地域エネルギー供給システ
ムならびに再生可能エネルギーを想定します。これを用い
て、デマンドレスポンス制御や蓄電池の充放電、地域内の
電力融通などの様々な電力制御メニューを検討し、各種
のシステム導入による効果を算定します。この結果により、
地域エネルギーシステムの導入を検討するに際に最適な
システム提案し、省エネ・環境性や経済的な効果を評価す
ることができます。実際にこのシステムを操作する際には、
表計算形式の簡便なインターフェースにより入力し、その
結果はグラフと数値で分かりやすく出力されます（図2）。 

今後、この評価システムを活用し、様々な地域において
エネルギーの地産地消のための計画を科学的根拠に基
づいて支援していく予定です。 
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図 2 評価システムによる計算結果の例 
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